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１【ファンドの運用状況】

（１）【投資状況】

①【投資状況】
   平成28年1月29日現在
   （単位：円）

 資産の種類 国／地域名 時価合計 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 1,364,099,279 99.76

 
コール・ローン、その他資産

（負債控除後）
― 3,229,338 0.24

 純資産総額  1,367,328,617 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
 

②【投資資産】

（ａ）【投資有価証券の主要銘柄】
ａ評価額上位３０銘柄

      平成28年1月29日現在

国／
地域

    上段：帳簿価額 利率（％） 投資
銘　柄 種類 業種 口数 下段：評 価 額 償還期限 比率

    単価（円） 金額（円） (年/月/日) (％)

日本 日本株式マザーファンド
親投資信託
受益証券 ― 575,909,516

2.6440
2.3686

1,522,704,761
1,364,099,279

―
― 99.76

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率
 平成28年1月29日現在

種類／業種別 投資比率(％)

親投資信託受益証券 99.76

合　計 99.76

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

 

（ｂ）【投資不動産物件】
該当事項はありません。

 

（ｃ）【その他投資資産の主要なもの】
該当事項はありません。

 

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

下記計算期間末日および平成28年1月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移

は次の通りです。
  （単位：円）

 純資産総額
基準価額

(１万口当たりの純資産価額)

第7計算期間末日
（平成18年 7月24日）

5,229,119,687
5,229,119,687

（分配付）
（分配落）

8,691
8,691

（分配付）
（分配落）

第8計算期間末日
（平成19年 7月23日）

4,675,683,470
4,542,954,403

（分配付）
（分配落）

10,568
10,268

（分配付）
（分配落）

第9計算期間末日
（平成20年 7月22日）

3,138,243,494
3,138,243,494

（分配付）
（分配落）

7,211
7,211

（分配付）
（分配落）

第10計算期間末日
（平成21年 7月22日）

1,976,803,634
1,976,803,634

（分配付）
（分配落）

4,660
4,660

（分配付）
（分配落）

第11計算期間末日
（平成22年 7月22日）

1,682,520,175
1,682,520,175

（分配付）
（分配落）

4,337
4,337

（分配付）
（分配落）

第12計算期間末日
（平成23年 7月22日）

1,640,988,094
1,640,988,094

（分配付）
（分配落）

4,843
4,843

（分配付）
（分配落）

第13計算期間末日
（平成24年 7月23日）

1,228,452,474
1,228,452,474

（分配付）
（分配落）

3,935
3,935

（分配付）
（分配落）

第14計算期間末日
（平成25年 7月22日）

2,004,589,170
2,004,589,170

（分配付）
（分配落）

7,269
7,269

（分配付）
（分配落）

第15計算期間末日
（平成26年 7月22日）

1,785,144,232
1,785,144,232

（分配付）
（分配落）

7,727
7,727

（分配付）
（分配落）
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第16計算期間末日
（平成27年 7月22日）

1,665,889,790
1,665,889,790

（分配付）
（分配落）

10,014
10,014

（分配付）
（分配落）

平成27年 1月末日 1,700,163,730  8,558 

2月末日 1,746,397,512  9,007 

3月末日 1,749,329,683  9,251 

4月末日 1,718,166,794  9,452 

5月末日 1,745,014,142  9,997 

6月末日 1,666,131,914  9,885 

7月末日 1,662,549,354  10,054 

8月末日 1,490,643,663  9,228 

9月末日 1,392,918,708  8,663 

10月末日 1,503,844,989  9,370 

11月末日 1,530,912,237  9,648 

12月末日 1,470,564,627  9,524 

平成28年 1月末日 1,367,328,617  8,889 

 

②【分配の推移】
 １万口当たりの分配金

第7計算期間 0円

第8計算期間 300円

第9計算期間 0円

第10計算期間 0円

第11計算期間 0円

第12計算期間 0円

第13計算期間 0円

第14計算期間 0円

第15計算期間 0円

第16計算期間 0円
 

③【収益率の推移】
 収益率（％）

第7計算期間 32.64

第8計算期間 21.59

第9計算期間 △29.77

第10計算期間 △35.37

第11計算期間 △6.93

第12計算期間 11.66

第13計算期間 △18.74

第14計算期間 84.72

第15計算期間 6.30

第16計算期間 29.59

第16計算期間末日から
平成28年1月末日までの期間

△11.23

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末
の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除して得た数に100を
乗じて得た数をいう。ただし、第16計算期間末日から平成28年1月末日までの期間については平
成28年1月末日の基準価額から当該基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配
落の額）で除して得た数に100を乗じて得た数をいう。
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＜参考＞

「日本株式マザーファンド」

①投資状況
   平成28年1月29日現在
   （単位：円）

 資産の種類 国／地域名 時価合計 投資比率(％)

株式 日本 6,089,947,570 98.26

 
コール・ローン、その他資産

（負債控除後）
― 107,882,319 1.74

 純資産総額  6,197,829,889 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
 

②投資資産

（ａ）投資有価証券の主要銘柄
ａ評価額上位３０銘柄
      平成28年1月29日現在

国／
地域

    上段：帳簿価額 利率（％） 投資
銘　柄 種類 業種 株式数 下段：評 価 額 償還期限 比率

    単価（円） 金額（円） (年/月/日) (％)

日本
三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 株式 銀行業 367,900

864.52
609.40

318,060,434
224,198,260

―
― 3.62

日本 日産自動車 株式 輸送用機器 154,700
1,182.30
1,180.00

182,901,810
182,546,000

―
― 2.95

日本 ペプチドリーム 株式 医薬品 37,000
3,300.68
3,860.00

122,125,160
142,820,000

―
― 2.30

日本 ガリバーインターナショナル 株式 卸売業 106,700
1,203.73
1,299.00

128,439,002
138,603,300

―
― 2.24

日本 富士重工業 株式 輸送用機器 26,600
4,523.13
4,856.00

120,315,468
129,169,600

―
― 2.08

日本 トヨタ自動車 株式 輸送用機器 17,600
7,923.80
7,200.00

139,458,880
126,720,000

―
― 2.04

日本 東日本旅客鉄道 株式 陸運業 11,400
11,199.92
10,990.00

127,679,103
125,286,000

―
― 2.02

日本 日本電産 株式 電気機器 14,600
9,734.95
8,102.00

142,130,270
118,289,200

―
― 1.91

日本 小野薬品工業 株式 医薬品 6,100
15,400.11
19,170.00

93,940,671
116,937,000

―
― 1.89

日本 みずほフィナンシャルグループ 株式 銀行業 535,700
253.19
205.80

135,635,661
110,247,060

―
― 1.78

日本 三井住友フィナンシャルグループ 株式 銀行業 27,600
5,121.62
3,980.00

141,356,733
109,848,000

―
― 1.77

日本 三井不動産 株式 不動産業 38,000
3,556.89
2,803.00

135,161,820
106,514,000

―
― 1.72

日本 江崎グリコ 株式 食料品 15,500
6,381.27
6,540.00

98,909,685
101,370,000

―
― 1.64

日本 大林組 株式 建設業 94,000
959.17

1,078.00
90,161,980
101,332,000

―
― 1.63

日本 東京応化工業 株式 化学 27,200
3,347.73
3,720.00

91,058,256
101,184,000

―
― 1.63

日本 カルソニックカンセイ 株式 輸送用機器 96,000
932.10

1,042.00
89,481,881
100,032,000

―
― 1.61

日本 アリアケジャパン 株式 食料品 14,900
5,180.00
6,700.00

77,182,000
99,830,000

―
― 1.61

日本 リゾートトラスト 株式 サービス業 31,800
3,295.66
3,005.00

104,802,183
95,559,000

―
― 1.54

日本 スタートトゥデイ 株式 小売業 25,000
4,035.00
3,780.00

100,875,000
94,500,000

―
― 1.52

日本 ＫＤＤＩ 株式 情報・通信業 31,100
3,059.42
3,008.00

95,147,962
93,548,800

―
― 1.51

日本 ジェイテクト 株式 機械 46,900
2,217.08
1,907.00

103,981,304
89,438,300

―
― 1.44

日本 東ソー 株式 化学 155,000
610.31
575.00

94,598,050
89,125,000

―
― 1.44

日本 アニコム　ホールディングス 株式 保険業 29,600
2,811.10
2,995.00

83,208,721
88,652,000

―
― 1.43

日本 小糸製作所 株式 電気機器 15,200
4,457.00
5,490.00

67,746,400
83,448,000

―
― 1.35

日本 ＮＴＴドコモ 株式 情報・通信業 29,000
2,426.64
2,527.00

70,372,560
73,283,000

―
― 1.18

日本 良品計画 株式 小売業 2,800
28,050.00
25,320.00

78,540,000
70,896,000

―
― 1.14

日本 クスリのアオキ 株式 小売業 13,700
6,091.65
5,150.00

83,455,656
70,555,000

―
― 1.14
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日本 アイティメディア 株式 サービス業 52,500
794.00

1,329.00
41,685,000
69,772,500

―
― 1.13

日本 マツダ 株式 輸送用機器 32,300
2,190.32
2,148.50

70,747,336
69,396,550

―
― 1.12

日本 アウトソーシング 株式 サービス業 20,600
2,570.78
3,345.00

52,958,177
68,907,000

―
― 1.11

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率
  平成28年1月29日現在

種類／業種別 投資比率(％)

株式 建設業 3.96

 食料品 5.28

 繊維製品 1.00

 化学 8.08

 医薬品 7.03

 ゴム製品 1.17

 鉄鋼 0.93

 非鉄金属 1.07

 機械 5.88

 電気機器 6.32

 輸送用機器 12.67

 精密機器 1.73

 その他製品 0.83

 陸運業 2.02

 情報・通信業 6.89

 卸売業 4.01

 小売業 6.55

 銀行業 9.09

 証券、商品先物取引業 0.54

 保険業 2.66

 その他金融業 1.57

 不動産業 1.72

 サービス業 7.24

合　計  98.26

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

 

（ｂ）投資不動産物件
該当事項はありません。

 

（ｃ）その他投資資産の主要なもの
該当事項はありません。
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［参考情報］
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【投資リスク】
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２【設定及び解約の実績】
 設定口数 解約口数 発行済口数

第7計算期間 185,682,777 2,039,465,201 6,016,710,814

第8計算期間 129,203,655 1,721,612,231 4,424,302,238

第9計算期間 165,813,664 238,188,761 4,351,927,141

第10計算期間 65,977,855 175,857,281 4,242,047,715

第11計算期間 58,096,604 420,249,998 3,879,894,321

第12計算期間 50,419,763 541,839,139 3,388,474,945

第13計算期間 45,664,490 312,388,081 3,121,751,354

第14計算期間 30,420,856 394,333,855 2,757,838,355

第15計算期間 15,590,688 463,056,707 2,310,372,336

第16計算期間 11,837,577 658,674,000 1,663,535,913

第17計算期期首から
平成28年1月29日までの期間

5,373,060 130,697,501 1,538,211,472
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３【ファンドの経理状況】

 

【中間財務諸表】

 

１　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第３８条の３および第５７条の２の規定により、

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しており

ます。

　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成

27年7月23日から平成28年1月22日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた監査法人によ

り中間監査を受けております。
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三菱ＵＦＪ 日本株ファンド

（１）【中間貸借対照表】
（単位：円）

第 16 期

［ 平成27年7月22日現在 ］

第 17 期中間計算期間末

［ 平成28年1月22日現在 ］

資産の部

流動資産

コール・ローン 17,726,081 15,274,477

親投資信託受益証券 1,661,986,538 1,297,120,192

未収入金 44,659 1,113,119

未収利息 28 24

流動資産合計 1,679,757,306 1,313,507,812

資産合計 1,679,757,306 1,313,507,812

負債の部

流動負債

未払解約金 － 1,221,029

未払受託者報酬 922,907 807,946

未払委託者報酬 12,920,668 11,311,088

その他未払費用 23,941 20,951

流動負債合計 13,867,516 13,361,014

負債合計 13,867,516 13,361,014

純資産の部

元本等

元本 ※1 1,663,535,913 ※1 1,538,511,349

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2 2,353,877 ※2 △238,364,551

（分配準備積立金） 164,581,413 151,727,710

元本等合計 1,665,889,790 1,300,146,798

純資産合計 1,665,889,790 1,300,146,798

負債純資産合計 1,679,757,306 1,313,507,812
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第 16 期中間計算期間

自 平成26年 7月23日

至 平成27年 1月22日

第 17 期中間計算期間

自 平成27年 7月23日

至 平成28年 1月22日

営業収益

受取利息 3,174 2,959

有価証券売買等損益 172,147,416 △234,277,967

営業収益合計 172,150,590 △234,275,008

営業費用

受託者報酬 948,318 807,946

委託者報酬 13,276,352 11,311,088

その他費用 24,599 20,951

営業費用合計 14,249,269 12,139,985

営業利益又は営業損失（△） 157,901,321 △246,414,993

経常利益又は経常損失（△） 157,901,321 △246,414,993

中間純利益又は中間純損失（△） 157,901,321 △246,414,993

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

16,240,146 △6,249,061

期首剰余金又は期首欠損金（△） △525,228,104 2,353,877

剰余金増加額又は欠損金減少額 73,538,533 －

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

73,538,533 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 1,254,097 552,496

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 171,327

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

1,254,097 381,169

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △311,282,493 △238,364,551
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で評

価しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

 
 

第 16 期

［ 平成27年7月22日現在 ］

第 17 期中間計算期間末

［ 平成28年1月22日現在 ］

    
※１期首元本額 2,310,372,336円 1,663,535,913円

 期中追加設定元本額 11,837,577円 5,090,797円

 期中一部解約元本額

 

658,674,000円 130,115,361円

※２元本の欠損

純資産額が元本総額を下回っており、その差額であり

ます。

 

―

 

238,364,551円

 

３ 受益権の総数

 

1,663,535,913口 1,538,511,349口

４ １口当たり純資産額 1.0014円 0.8451円

 （１万口当たり純資産額） （10,014円） （8,451円）
    
 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 
区　分

第 16 期

［ 平成27年7月22日現在 ］

第 17 期中間計算期間末

［ 平成28年1月22日現在 ］

１ 中間貸借対照表計上

額、時価及びその差額

時価で計上しているためその差額はありません。 同　左

２ 時価の算定方法 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）に記載しております。

同　左

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。 同　左

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期

間で決済され、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該金融商品の帳簿価額を時価としておりま

す。

同　左

３ 金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ

か、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては

一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

同　左

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。

 

＜参考＞

当ファンドは親投資信託受益証券を主要投資対象としております。

中間貸借対照表の資産の部に計上された親投資信託受益証券の状況は以下の通りです。
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「日本株式マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は、監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

  
［ 平成27年7月22日現在 ］ ［ 平成28年1月22日現在 ］

金　額（円） 金　額（円）

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  168,908,305 133,579,003

株式  7,000,708,630 5,771,233,700

未収入金  271,796,955 189,147,273

未収配当金  4,332,800 6,174,205

未収利息  273 217

流動資産合計  7,445,746,963 6,100,134,398

資産合計  7,445,746,963 6,100,134,398

負債の部    

流動負債    

未払金  243,766,504 185,515,041

未払解約金  69,195,226 1,302,978

流動負債合計  312,961,730 186,818,019

負債合計  312,961,730 186,818,019

純資産の部    

元本等    

元本 ※1 2,696,261,650 2,627,230,688

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  4,436,523,583 3,286,085,691

元本等合計  7,132,785,233 5,913,316,379

純資産合計  7,132,785,233 5,913,316,379

負債純資産合計  7,445,746,963 6,100,134,398

（注1）親投資信託の計算期間は、原則として、毎年7月23日から翌年7月22日までであります。

 

（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

株式は時価で評価しております。時価評価にあたっては、原則として金融商品取引所等における終

値で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

  ［ 平成27年7月22日現在 ］ ［ 平成28年1月22日現在 ］

    
※１期首 平成26年7月23日 平成27年7月23日

 期首元本額 4,140,149,115円 2,696,261,650円

 期首からの追加設定元本額 175,592,493円 324,604,910円

 期首からの一部解約元本額

 

1,619,479,958円 393,635,872円

 元本の内訳＊   

 三菱ＵＦＪ 積立ファンド（日本バランス型） 732,912,230円 744,285,652円

 三菱ＵＦＪ グローバルバランス（積極型） 177,025,101円 182,153,054円

 三菱ＵＦＪ グローバルバランス（安定型） 145,568,277円 153,328,661円

 三菱ＵＦＪ グローバルバランスＶＡ 138,833,109円 106,357,948円

 三菱ＵＦＪ 日本株ファンド 628,255,288円 576,292,959円

 三菱ＵＦＪ 日本バランス２０ 29,896,705円 27,047,507円

 三菱ＵＦＪ 日本バランス５０ 91,550,517円 86,173,730円

 三菱ＵＦＪ 国内株式ファンド 101,192,258円 94,356,674円

 三菱ＵＦＪ 国内バランス２０ 306,183,663円 303,787,008円

 三菱ＵＦＪ 国内バランス５０ 168,955,128円 164,759,927円

 三菱ＵＦＪ ＜ＤＣ＞グローバルバランス ２０型 16,645,124円 18,824,950円

 三菱ＵＦＪ ＜ＤＣ＞グローバルバランス ４０型 55,830,980円 61,848,124円

 三菱ＵＦＪ ＜ＤＣ＞グローバルバランス ６０型 103,413,270円 108,014,494円

 　　　　　　（合　計）

 

2,696,261,650円 2,627,230,688円

２ 受益権の総数

 

2,696,261,650口 2,627,230,688口

３ １口当たり純資産額 2.6454円 2.2508円

 （１万口当たり純資産額） （26,454円） （22,508円）
    
＊ 当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 区　分 ［ 平成27年7月22日現在 ］ ［ 平成28年1月22日現在 ］

１ 貸借対照表計上額、時

価及びその差額

時価で計上しているためその差額はありません。 同　左

２ 時価の算定方法 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）に記載しております。

同　左

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。 同　左

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期

間で決済され、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該金融商品の帳簿価額を時価としておりま

す。

同　左

３ 金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

当ファンドに投資する証券投資信託の注記表（金

融商品に関する注記）に記載しております。

同　左

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。
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【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

平成28年1月29日現在

（単位：円）

Ⅰ 資 産 総 額 1,367,735,973  

Ⅱ 負 債 総 額 407,356  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,367,328,617  

Ⅳ 発 行 済 口 数 1,538,211,472 口

Ⅴ １口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ）
0.8889

（ １万口当たり 8,889
 

）

 

＜参考＞

「日本株式マザーファンド」の現況

純資産額計算書

平成28年1月29日現在

（単位：円）

Ⅰ 資 産 総 額 6,533,047,498  

Ⅱ 負 債 総 額 335,217,609  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 6,197,829,889  

Ⅳ 発 行 済 口 数 2,616,646,386 口

Ⅴ １口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ）
2.3686

（ １万口当たり 23,686
 

）
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４【委託会社等の概況】

（１）【資本金の額】

半期代替書面における「委託会社等の概況」の記載のとおりです。

半期代替書面については、（http://www.am.mufg.jp/corp/profile/accounting.html）でもご覧いただ

けます。

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

半期代替書面における「事業の内容及び営業の概況」の記載のとおりです。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。

 
５【委託会社等の経理状況】

半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の「冒頭書面」の記載のとおりです。
 
（１）【貸借対照表】

半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の（１）「貸借対照表」の記載のとおりです。
 

（２）【損益計算書】

半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の（２）「損益計算書」の記載のとおりです。

 
（３）【株主資本等変動計算書】

半期代替書面における「委託会社等の経理状況」の（３）「株主資本等変動計算書」の記載のとお

りです。
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６【その他】

平成27年10月21日提出済みの有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の記載事項の一部に

ついて、内容の更新等を行います。原届出書の更新後の内容を記載する場合は＜更新後＞とします。

 

 

有価証券報告書
第一部　ファンド情報
第１　ファンドの状況

１　ファンドの性格

（３）ファンドの仕組み

③委託会社の概況

＜更新後＞

・資本金

2,000百万円（平成28年１月末現在）

（略）

・大株主の状況（平成28年１月末現在）

（略）
 
３　投資リスク
（１）投資リスク
＜更新後＞

当ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これら
の運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により
損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
当ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。このため、お申込みの際
は、当ファンドのリスクを認識・検討し、慎重に投資のご判断を行っていただく必要があります。
 
①価格変動リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、
当ファンドはその影響を受け株式の価格が下落した場合には基準価額の下落により損失を被り、
投資元本を割り込むことがあります。

②信用リスク
（略）
当ファンドは、信用リスクを伴い、その影響を受けますので、基準価額の下落により損失を被
り、投資元本を割り込むことがあります。

③流動性リスク
（略）
この場合、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

（略）
 
（２）投資リスクに対する管理体制
＜更新後＞

（略）
また、定期的に開催されるリスク管理に関する会議体等において、それらの状況の報告を行うほ
か、必要に応じて改善策を審議しています。
各投資リスクに関する管理体制は以下の通りです。
 
①価格変動リスク

価格変動リスクは、運用部門において、資産構成比率に関する事項や、その他のファンドのリス
ク特性に関する事項を主な対象項目として常時把握し、ファンドコンセプトに沿ったリスクの範
囲でコントロールしています。
また、価格変動リスクは、運用部門から独立した管理担当部署によってリスク運営状況のモニタ
リング等のリスク管理を行う体制をとっており、この結果は運用管理委員会等に報告されます。

②信用リスク
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信用リスクについては、運用部門においてリスクの把握、ファンド毎に定められたリスクの範囲
での運用、を行っているほか、運用部門から独立した管理担当部署でモニタリングを行うなど、
価格変動リスクと同様の管理体制をとっています。
（略）

③流動性リスク
（略）
 

４　手数料等及び税金
（３）信託報酬等

＜更新後＞

（略）

１万口当たりの信託報酬：保有期間中の平均基準価額×信託報酬率×（保有日数／365）
※上記の計算方法は簡便法であるため、算出された値は概算値になります。

 

委託会社は、信託報酬から、販売会社に対し、販売会社の行う業務に対する報酬を支払います。

（略）

 

（４）その他の手数料等

＜更新後＞

（略）

ご投資家のみなさまにご負担いただく手数料等の合計額については、お申込金額や保有期間等に応

じて異なりますので、表示することができません。なお、当ファンドが負担する費用（手数料等）

の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。
 
◇費用または費用を対価とする役務の内容について

費用名 直接・間接
※ 説明

（略）

信託報酬 間接

（略）
（販売会社）
分配金・償還金・換金代金支払等の事務手続き、交
付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、
購入後の説明・情報提供等の対価

（略）

（略）

（略）
 

（５）課税上の取扱い

＜更新後＞
（略）

①個人の受益者に対する課税
（略）
１．収益分配金の課税

（略）

原則として、20.315％（略）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。

（略）
２．解約時および償還時の課税

（略）
20.315％（略）の税率による申告分離課税が適用されます。
特定口座（源泉徴収選択口座）を利用する場合、20.315％（略）の税率で源泉徴収され、原

則として、申告は不要です。

（略）
※公募株式投資信託は税法上、「ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）およびジュニアＮＩＳＡ（未
成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。ＮＩＳＡおよびジュニアＮＩＳＡをご利用の
場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および
譲渡所得が一定期間非課税となります。
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（略）
②法人の受益者に対する課税

受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還
時の個別元本超過額については、配当所得として15.315％（略）の税率で源泉徴収されます。地
方税の源泉徴収はありません。なお、益金不算入制度の適用はありません。
買取りの取扱いについては、販売会社にお問い合わせください。
 

◇個別元本について
（略）

 
※上記は平成28年１月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に

なることがあります。
（略）

 

第２　管理及び運営

２　換金（解約）手続等

＜更新後＞
（略）

解約請求
受付時間

（略）
なお、販売会社によっては、上記より早い時刻に解約請求を締め切ることとしてい
る場合があります。
詳しくは販売会社にご確認ください。

（略）
 

３　資産管理等の概要
（５）その他
＜更新後＞
（略）

運用報告書
 

委託会社は、毎計算期間の末日および償還時に、交付運用報告書を作成し、原則と
して受益者に交付します。（略）

（略）

 
第二部　委託会社等の情報
第２　その他の関係法人の概況

１　名称、資本金の額及び事業の内容

（１）受託会社

＜更新後＞

（略）

②資本金の額：324,279百万円（平成27年９月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

＜更新後＞

①名称
②資本金の額

（平成27年９月末現在）
③事業の内容

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行

1,711,958 百万円 銀行業務を営んでいます。

株式会社池田泉州銀行 61,385 百万円 銀行業務を営んでいます。

池田泉州ＴＴ証券株式会社 1,250 百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商
品取引業を営んでいます。

株式会社ＳＢＩ証券 47,937 百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商
品取引業を営んでいます。

楽天証券株式会社 7,495 百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商
品取引業を営んでいます。
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３　資本関係

＜更新後＞

委託会社と関係法人の主な資本関係は次の通りです。（平成28年１月末現在）

（略）

 

第３　参考情報

２　その他

＜更新後＞

（略）

（３）目論見書に以下の内容を記載することがあります。

・（略）

したがって、投資家のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落によ

り、損失を被ることがあります。

（略）
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

平成28年２月25日

 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 国 際 投 信 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

PwCあらた監査法人

 指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士　柴 　毅　印

 

 

 

 

 指　定　社　員
業務執行社員

 公認会計士　大畑　茂　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられている三菱ＵＦＪ 日本株ファンドの平成27年７月23日から平成28年１月22日までの中間計算期間の中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三菱ＵＦＪ 日本株ファンドの平成28年１月22日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間

（平成27年７月23日から平成28年１月22日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　 上

 

（注）上記は、委託会社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は委託会社が別途保管しております。なお、XBRLデータは中間監査の対象に含まれていません。
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